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証券コード6347
2026年６月８日

（電子提供措置の開始日2026年５月29日）

株 主 各 位
埼玉県さいたま市岩槻区笹久保新田550番地

株式会社 プ ラ コ ー
代表取締役社長 古 野 孝 志

第66期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第66期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第66期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

【当社ウェブサイト】 https://www.placo.co.jp
（メニューにより「投資家の皆様へ」「株主総会」「第66期定時株主総会招集ご通知」
を順に選択いただき、ご確認ください。）

また、上記のほか、東京証券取引所ウェブサイトにも掲載しております。当社ウェブサイトに
て、電子提供措置事項を閲覧できない場合には、以下の東京証券取引所ウェブサイト（東証上場
会社情報サービス）にアクセスの上、銘柄名（会社名）「プラコー」またはコード「6347」を入
力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/ＰＲ情報」「縦覧書類」の「株主総会招集通知/株主総会資
料」よりご確認ください。

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、2026年６月
24日(水曜日)午後５時30分までにご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬具

記
1. 日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時(９時20分より受付開始)
2. 場 所 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目７番地５

ソニックシティビル ６階 603会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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3. 会議の目的事項
(1) 報告事項 １．第66期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告及び連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第66期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報告の件

(2) 決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役３名選任の件

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎ 議決権不統一行使に際してのご通知方法

議決権不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前までに議決権の不統一行使を行う旨とその理由
を書面または電磁的方法により当社までご通知ください。

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正前後の内容を掲載させていた
だきます。
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複数回にわたり議決権行使をされた場合の取り扱い
■�書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使といたします。

■インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行使された内容を有効な議決権行使といたします。

議決権行使についてのご案内

■株主総会にご出席の場合

2026年6月25日（木曜日）午前10時開催日時

当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただくととも

に同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申しあげます。

■株主総会にご出席でない場合

スマートフォンでの議決権行使は、「スマート行使」をご利用ください。

2026年6月24日（水曜日）午後5時30分到着分まで

2026年6月24日（水曜日）午後5時30分入力分まで

行使期限

行使期限

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただき、行使期

限までに到着するようご送付ください。

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思

表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

次頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧の上、

画面の案内に従って、行使期限までに賛否をご入力ください。

書面による議決権行使

インターネットによる議決権行使
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インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の

議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ�

可能です。

インターネットによる

議決権行使のご案内

■�議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダへの接続料金及び通信

事業者への通信料金等は株主様のご負担となります。

■�スマート行使による議決権行使は一回のみ可能です。一度議決権行使をし

た後で行使内容を変更される場合、パソコン向けサイトで「議決権行使

コード」「パスワード」を入力してログインしてください。（QRコードを再

度読み取っていただくとパソコン向けサイトへアクセスできます。）

ご注意事項

「次へすすむ」をクリック

1.‌�議決権行使ウェブサイトにアクセスする

クリック

同封の議決権行使書用紙に記載された「パス

ワード」を入力し、「次へ」をクリック

3.‌�パスワードの入力

同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権

行使コード」を入力し、「ログイン」をクリック

2.ログインする

受付時間│9:00～21:00 土曜・日曜・祝日も受付

三井住友信託銀行株式会社 ウェブサポート専用ダイヤル

パソコンなどの操作方法に関するお問い合わせ先について

アクセス手順について

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

「スマート行使」について

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使�

ウェブサイトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、�

「議決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要でアクセスでき

ます。

※上記方法での議決権行使は1回に限ります。

見本

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

2026年6月24日（水曜日）

午後5時30分入力分まで

議 決 権

行 使 期 限

https://www.web54.net
議決権行使

ウェブサイト

0120-652-031

見本

入 力

入 力

クリック

クリック
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つであると考えております。

配当性向については、東証市場の動向を考慮し、30％以上を目指しております。また、将来

における安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保及び今後の業

績動向等を総合的に勘案し、長期的視点に立った成果配分を行います。当事業年度につきま

しては、以下のとおり2026年３月期の期末配当を実施したいと存じます。

〔期末配当に関する事項〕

（1）配当財産の種類

金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 ６円 総額57,744,252円

（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2026年６月26日（金）
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第２号議案 定款一部変更の件

１．提案理由

当社の事業領域の拡大及び今後の事業展開に対応するため、現行定款第２条(目的)の変更

を行うものであります。

２．変更内容

定款変更の内容は、次のとおりであります。

(下線部分は変更箇所を示しております。)

現行定款 変更案

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。

1.

～（条文省略）

9.

（新設）

10.

～（条文省略）

16.

（新設）

（新設）

17.（条文省略）

18.ＡＩに関する開発・支援・販売

19.（条文省略）

20.ロボットに関する開発・支援・販売

（新設）

（新設）

（目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。

1.

～（現行のとおり）

9.

10.有料職業紹介事業

11.

～（現行のとおり）

17.

18.教育事業

19.研修事業

20.（現行のとおり）

21.ＡＩ製品の製造及び販売に関する事

業

22.（現行のとおり）

23.ロボット及びその周辺機器の製造並

びに販売に関する事業

24.工場の自動運転及び操業に関するシ

ステム並びに制御に関する事業

25.電気自動車の製造及び販売に関する

事業
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現行定款 変更案

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

21.（条文省略）

22.その他前号に附帯する一切の事業

26.電気自動車の充電関連事業

27.電気工事業

28.太陽光発電装置の製造及び販売に関

する事業

29.データセンター関連機器の製造販売

及びデータセンターサービスに関す

る事業

30.（現行のとおり）

31.その他前各号に附帯する一切の事業
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第３号議案 取締役３名選任の件

取締役古野孝志、菊池敏文、池上聖次郎の各氏は本総会終結の時をもって任期満了となり

ますので、取締役３名の選任をお願いするものであります。

その候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式数

１
古
ふ る の た か し

野 孝志

(1955年７月26日)

1980年４月 新日本製鉄株式会社入社

309,900株

1987年４月 日興証券株式会社入社

1997年６月
医療産業株式会社
（現MICメディカル）代表取締役社長

2001年７月
エブリデイ・ドット・コム株式会社
（現阪急キッチンエール）取締役

2006年７月 株式会社GCIキャピタル執行役員

2011年１月
スリープログループ株式会社
（現ギグワークス株式会社）取締役副社長

2019年６月
東京日産コンピュータシステム株式会社
（現TCS株式会社）社外取締役

2020年11月 当社代表取締役社長（現任）

2024年12月
株式会社クラウドサービス代表取締役社長
（現任）

2025年10月 株式会社PBB代表取締役社長（現任）

２
菊
きくち としふみ

池 敏文

(1955年４月28日)

1978年４月 創成商事株式会社入社

6,600株

1982年９月 株式会社ツーゲント取締役総務部長
1986年５月 株式会社木下フレンド入社
1999年４月 同社取締役業務部長
2008年４月 同社常務取締役
2009年４月 株式会社木下フレンド（船橋）取締役
2020年11月 当社取締役副社長 営業・テクノグループ・

管理購買管掌（現任）

３
池
い け が み せ い じ ろ う

上 聖次郎
(1954年３月８日)

1972年３月 警視庁入庁

0株

2004年３月 同庁上野警察署組織犯罪対策課長

2005年３月 同庁組織犯罪対策部管理官

2010年４月 行政書士聖法務事務所開設

2021年５月 サンリツテクノス株式会社 社外監査役

2021年５月 大可商事株式会社 社外取締役（現任）

2022年６月 当社社外取締役（現任）

2025年３月
行政書士法人聖法務事務所開設 代表社員
（現任）
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(注) 1. 池上聖次郎氏は、社外取締役候補者であります。
2. 池上聖次郎氏は、行政官として培われた幅広い見識と豊富な経験を有しており、また、行政書士と

しての専門的な知識・経験を当社経営にいかしていただくため、社外取締役として選任するもので
あります。なお、当社は池上聖次郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予
定です。

3. 池上聖次郎氏には、行政官として培われた幅広い見識と豊富な経験及び行政書士としての専門的な
知識・経験をいかし、取締役の職務執行に対する監督・助言を行っていただくことを期待しており
ます。

4. 池上聖次郎氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって４年となります。
5. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
6. 当社は現在、池上聖次郎氏との間で、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき

善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度
として損害賠償責任を負担するものとする旨の責任限定契約を締結しております。同氏の再任が承
認された場合、当社は同氏との間の責任限定契約を継続する予定であります。

7. 当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結し、当該保険
により被保険者がその業務の遂行に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求がされ
た場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を補填することとしております。各候補者が取締役に選
任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。保険料は特約部分も含め会社が全額
負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。また、当該保険契約は次回更新時に
おいても同内容で更新を予定しております。

以 上
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事 業 報 告

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度における我が国経済は、企業業績は順調に推移するとともに、デフレから

の脱却が進みつつあります。世界経済においては、中東情勢やウクライナ情勢などの波乱要

因がありつつも、比較的安定的に進行してきました。ただし、イランと米国・イスラエルの

紛争によるホルムズ海峡封鎖や原油価格の上昇などの波乱要因が発生したため、今後は予断

を許さない状況にあります。

当連結会計年度のプラスチック加工業界は、前連結会計年度に比べナフサ価格が低下して

安定的に推移したことから、概ね好調に推移しました。ここ数年続いた設備投資抑制の状況

から、更新投資や新規投資の動きも見られます。自動車業界においては、EV化の世界的な減

速により、EV化設備投資一辺倒から、内燃機関関連設備投資とEV化投資をバランス良く行う

方向に転換しつつあります。

このような情勢変化を受け、インフレーションフィルム成形機は増加傾向が見られます。

ここ３、４年停滞したブロー成形機については、新たな設備投資需要が生まれ、今後の成長

が見込まれます。リサイクル装置については、コスト低減努力が効果を出し始めましたの

で、新たな市場開拓ができる見込みが生じています。メンテナンス事業については、成形機

のメンテナンス、オーバーホール等の依頼が多く、今後も増加が見込まれます。

当連結会計年度のプラスチック成形機事業の売上高は、受注の回復を受け増加しました。

損益については、前連結会計年度は大型工事における追加工事コストが発生したため損失計

上となりましたが、当連結会計年度は売上高の増加及びコストダウンにより、３期振りの黒

字計上ができました。

また、IT・人材事業は2024年12月に株式会社クラウドサービスを子会社化したことに続

き、2025年10月には人材派遣や人材紹介、SES事業を行う株式会社PBB（旧社名プロフェッシ

ョナル・ブレイン・バンク）を子会社化しました。両社とも堅調に進行しています。今後

は、プラコーの事業との協業とともに、成長軌道にあるIT事業と人材事業を発展させていく

予定です。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は４億５千２百万円増加し、26億７千９百万円（前

期比20.3％増）となりました。損益につきましては営業利益が１億３千８百万円（前期は１

億３千９百万円の営業損失）、経常利益が１億３千５百万円（前期は１億３千９百万円の経

常損失）、親会社株主に帰属する当期純利益は８千２百万円（前期は９千５百万円の親会社

株主に帰属する当期純損失）となりました。
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(2) 事業別の概況

事業別の概況は、次のとおりであります。
（単位：千円）

セグメント 事業部門
売 上 高

金 額 前期比増減 構 成 比

プラスチック成形機事業

インフレーション成形機事業 1,284,638 △5.8％ 47.9％

ブ ロ ー 成 形 機 事 業 366,142 15.1 13.7

リ サ イ ク ル 装 置 事 業 110,727 41.9 4.1

メ ン テ ナ ン ス 事 業 418,102 13.4 15.6

Ｉ Ｔ ･ 人 材 事 業 Ｉ Ｔ ･ 人 材 事 業 500,316 405.4 18.7

合 計 2,679,928 20.3 100.0

① インフレーション成形機事業

インフレーション成形機事業につきましては、前年の受注低迷により販売が伸び悩みま

した。予定されていた成形機の売上計上が翌期の計上となったため、前連結会計年度に比

べ減少しました。

この結果、売上高は７千９百万円減少し、12億８千４百万円（前期比5.8％減）となり

ました。

② ブロー成形機事業

ブロー成形機事業につきましては、受注が停滞しておりましたが、予定されていた標準

成形機の売上計上は順調に進み、前連結会計年度に比べ増加しました。

この結果、売上高は４千８百万円増加し、３億６千６百万円（前期比15.1％増）となり

ました。

③ リサイクル装置事業

リサイクル装置事業につきましては、コスト削減の努力もあり売上が増大し、前連結会

計年度に比べ売上計上が増加しました。

この結果、売上高は３千２百万円増加し、１億１千万円（前期比41.9％増）となりまし

た。
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④ メンテナンス事業

メンテナンス事業につきましては、顧客の既存成形機のメンテナンス、オーバーホー

ル、交換部品等の販売が伸びたことにより前連結会計年度に比べ売上計上が大幅に増加し

ました。

この結果、売上高は４千９百万円増加し、４億１千８百万円（前期比13.4％増）となり

ました。

⑤ IT・人材事業

2024年12月に株式会社クラウドサービスを子会社化したことに続き、2025年10月には人

材派遣や人材紹介、SES事業を行う株式会社PBB（旧社名プロフェッショナル・ブレイン・

バンク）を子会社化しました。両社とも堅調に進行しています。

この結果、IT・人材事業の売上高は前連結会計年度に比べ４億２百万円増加し、５億円

（前期比405.4％増）となりました。

(3) 設備投資及び資金調達の状況

当連結会計年度の設備投資の総額は15,989千円であり、セグメントごとの設備投資につき

ましては、次のとおりであります。

① プラスチック成形機事業

当連結会計年度の主な設備投資は、本社総務部の工具器具及び備品、富士通サーバー

PRIMERGY TX1320M6、本社総務部・製造部・技術部のリース資産、電話主装置・電話機、

ハンディプローブ三次元測定機、図面管理システム（サーバー関連）の15,989千円の投資

を実施しました。

② IT・人材事業関連

該当なし

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。
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(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

当社は、2025年９月29日開催の取締役会において、株式会社PBBを株式交換完全子会社と

する簡易株式交換を実施することを決議し、2025年10月20日付けで株式会社PBBの全株式取

得手続きを完了し、同社を完全子会社化いたしました。

(8) 財産及び損益の状況の推移

①企業集団の財産及び損益の状況

期 別

項 目

第65期

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

第66期(当連結会計年度)

(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売 上 高 2,227,703千円 2,679,928千円

経常利益又は経常損失（△） △139,505千円 135,719千円

親会社株主に帰属する当期純利益
又 は 当 期 純 損 失 （△）

△95,803千円 82,800千円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

△10円71銭 8円72銭

総 資 産 3,052,731千円 3,134,806千円

純 資 産 1,584,023千円 1,672,199千円

（注）1. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、保有する自己株式数を除く期中平均発行済株式総数
に基づき算出しております。

2．第65期より連結計算書類を作成しておりますので、第64期以前の各数値は記載しておりません。

②当社の財産及び損益の状況

期 別

項 目

第63期

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

第64期

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

第65期

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

第 66 期 ( 当 期 )

(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売 上 高 3,003,321千円 3,411,146千円 2,128,714千円 2,179,611千円

経常利益又は経常損失（△） 188,928千円 △281,910千円 △144,616千円 158,541千円

当期純利益又は当期純損失（△） 126,668円 △251,336千円 △94,707千円 109,332千円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

14円85 銭 △28円61銭 △10円58銭 11円52銭

総 資 産 3,732,445千円 3,490,945千円 2,999,265千円 3,087,132千円

純 資 産 1,903,173千円 1,600,305千円 1,585,120千円 1,699,828千円

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、保有する自己株式数を除く期中平均発行済株式総数に基
づき算出しております。

(9) 企業集団の対処すべき課題

今後の事業環境につきましては、イラン情勢とホルムズ海峡の状況が見通せないことが
最大の問題です。プラスチック原料価格の大幅上昇が発生しており、市場の混乱が見られ
ます。原料価格が落ち着くまでは、慎重な対応が必要です。
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当社グループは、プラスチック成形機事業としてインフレーションフィルム成形機、ブ
ロー成形機、リサイクル装置の製造、販売、機器メンテナンスサービスを行っており、
IT・人材事業としてコンピュータシステム受託開発及びSE人材派遣事業、一般事務派遣事
業、人材紹介事業を行っています。
インフレーションフィルム成形機事業は、市場は成熟していますので、競合他社を上回

る製品開発が求められます。顧客企業のニーズをいち早く取り込み、省力化・省人化の製
品開発に取り組みます。食品、医療など高付加価値製品に対応した製品を提供していきた
いと考えています。また、当社の特徴であるメンテナンスサービスを提供することによ
り、お客様のきめ細かいニーズに対応したいと考えています。
ブロー成形機事業については、自動車業界において、ここ数年世界的に続いたEV投資一

辺倒から、EVと内燃機関関連のバランス投資に転換しました。その結果、自動車燃料タン
ク用ブロー成形機の需要が拡大しています。高度な技術やノウハウを必要とする分野です
ので、当社の強みが発揮できるものと考えております。今年度以降、有望な成長分野にな
るものと思われます。
リサイクル装置事業については、競合他社と比較優位性のある製品価格形成が重要課題

でした。これについてはグローバルな製造や調達方法を取り入れ、大幅なコストダウンを
図ることにより達成したいと考えています。今期は、新しい製品をリーズナブルな価格で
市場に提供していく予定です。

メンテナンス事業については、省力化、高機能化への装置改良に加え定期修理など顧客

への提案を重点に置き売上高の増加を図ります。

IT・人材事業は、現在約100名のスタッフを抱えています。AI、クラウド、IOTなど、シ
ステム開発分野は世界的に成長を続けています。産業界の人材不足は毎年拡大しています
ので、人材派遣・紹介事業も需要が拡大しています。事業基盤を拡大強化することによ
り、当社グループの収益の柱にしていく予定です。
株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申しあげま

す。

(10) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社クラウドサービス 20百万円 100％ システム開発事業

株式会社PBB 40百万円 100％ 労働者派遣事業・人材紹介事業

2026年05月22日 18時10分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 15 ―

(11) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）

プラスチック成形機械は、押出成形法によるインフレーション成形機及びブロー成形機で

あります。環境・リサイクル装置は破砕機を主力にしております。

また、それらに関連した各種機器類の製造、販売を行っております。

以上の機械、機器等は主に当社の考案、設計によるものです。

子会社については、株式会社クラウドサービスは、システム開発事業、株式会社PBBにつ

いては、労働者派遣事業及び人材紹介事業を行っております。

(12) 主要な営業所及び工場（2026年３月31日現在）

1. 当 社 本 社 埼玉県さいたま市岩槻区笹久保新田550番地

2. 事業所 東京オフィス 東京都中央区

3. 営業所 本社営 業 部 埼玉県さいたま市岩槻区

名古屋 支 店 愛知県名古屋市名東区

大 阪 支 店 大阪府寝屋川市

九州営 業 所 佐賀県鳥栖市

4. 工 場 本 社 工 場 埼玉県さいたま市岩槻区

5. 株式会社クラウドサービス 本 社 東京都台東区

6. 株式会社PBB 本 社 東京都港区

(13) 従業員の状況（2026年３月31日現在）

①企業集団の従業員数

従業員数 175名

②当社の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

名 歳 年

男 性 56 1名増 46.2 15.0

女 性 16 1名増 40.7 10.9

合計または平均 72 2名増 45.0 14.1
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(14) 主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

千円

横 浜 幸 銀 信 用 組 合 450,000
㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 236,754
埼 玉 懸 信 用 金 庫 124,141
㈱ 千 葉 銀 行 88,130

飯 能 信 用 金 庫 60,516

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

2. 会社の株式に関する事項

(1) 株 式 数 発行済株式の総数 9,624,342株(自己株式663,134株を除く。）

(2) 株 主 数 3,231名

(3) 大 株 主 （上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

有 限 会 社 フ ク ジ ュ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 911,100 9.46

ＦＵＢＯＮ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＣＯ．， ＬＴＤ． ＣＬＩＥＮＴ 30 605,700 6.29

有 限 会 社 杉 山 製 作 所 420,000 4.36

Ｇ Ｍ Ｏ ク リ ッ ク 証 券 株 式 会 社 415,400 4.31

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 370,700 3.85

プ ラ コ ー 共 栄 会 349,800 3.63

海 容 Ｊ Ａ Ｐ Ａ Ｎ 株 式 会 社 310,800 3.22

古 野 孝 志 309,900 3.21

ス イ ス ・ プ ラ ン ツ 有 限 責 任 事 業 組 合 292,700 3.04

沙 莎 259,300 2.69

（注） 持株比率は、自己株式(663,134株)を控除して計算しております。

(4) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 古 野 孝 志
株式会社クラウドサービス代表取締役社長
株式会社PBB代表取締役社長

取 締 役 副 社 長 菊 池 敏 文 営業・テクノグループ・管理購買担当

取 締 役 本 多 敏 行

株式会社和円商事代表取締役社長
アジアプラスチック資源循環促進協会代表理事
株式会社クラウドサービス取締役
株式会社PBB取締役

取 締 役 池 上 聖 次 郎
行政書士法人聖法務事務所代表社員、大可商事
株式会社社外取締役

監 査 役 (常勤) 堀 口 昌 宏

監 査 役 高 橋 隆 敏 Vistra Japan税理士法人代表社員

監 査 役 沼 井 英 明

沼井綜合法律事務所代表弁護士、株式会社広済堂
ホールディングス社外監査役、ハドラスホールデ
ィングス株式会社社外取締役、株式会社RECOSYS社
外取締役、株式会社ラックランド社外取締役（監
査等委員）、サイバーステップホールディングス株
式会社社外監査役

(注) 1. 取締役本多敏行氏は、社外取締役であります。
2. 取締役池上聖次郎氏は、社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
3. 監査役高橋隆敏氏は、社外監査役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
4. 監査役沼井英明氏は、社外監査役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
5. 当期中における取締役の異動は、次のとおりであります。

2025年４月18日付辞任
取締役 江本 克也

6. 当期中における監査役の異動は、次のとおりであります。
(1) 2025年６月26日付就任

監査役 堀口 昌宏
(2) 2025年６月26日付任期満了による退任

監査役 清水 孝正
監査役 秋山 徹

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役との間で、会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過

失がないときは、同法第425条第１項各号の定める額の合計額を限度として責任を負担する

旨を定めた契約を締結しております。
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(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結し、

当該保険により被保険者がその業務の遂行に起因して、保険期間中に被保険者に対して損害

賠償請求がされた場合の法律上の損害賠償金及び争訟費用を補填することとしております。

当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役及び監査役並びに管理職従業員であ

り、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2021年２月22日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係

る決定方針を定めており、その概要は、取締役に対する報酬について、経営方針遂行を

強く動機づけ、業績拡大及び企業価値向上に対する報酬等として有効に機能するものと

します。また、取締役の基本報酬の額は、取締役会の諮問委員会である指名・報酬委員

会が、各取締役の能力、成果、貢献度を判断して個人別報酬額を起案することとしてお

ります。

インセンティブにつきましては、決算時の現金賞与を原則とし、指名・報酬委員会が

算定の方程式（クリフ付）を作成し、各取締役の貢献度、成果を判断してインセンティ

ブを決定し、それに基づき支給します。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議による定めに関する事項

取締役の報酬等は、1984年10月24日開催の第24期定時株主総会において月額1,300万円

（使用人分給与を含まない。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点

の取締役の員数は４名です。

監査役の報酬等は、1982年10月26日開催の第22期定時株主総会において月額150万円

と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理

由

取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、株主総会でご承認いただいた報

酬限度の範囲内かつ取締役会の諮問委員会である指名・報酬委員会が原案を策定してい

ることから、その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。

④ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、取締役の個人別報酬額の具体的内容を指名・報酬委員会(委員長本

多敏行氏)が起案しております。その権限の内容は、各取締役の基本報酬、インセンテ

ィブの額であり、この権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の

担当事業の評価を公明正大に行うには、自己評価ではなく、社外取締役の客観的な視点

をもって評価することが最善であると判断したからであります。
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⑤ 取締役及び監査役の報酬等の総額

取 締 役 ５名 31,396千円(うち社外取締役２名 4,900千円)

監 査 役 ５名 13,800千円(うち社外監査役３名 5,400千円)

(5) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

1.社外取締役本多敏行氏は株式会社和円商事代表取締役社長、アジアプラスチック資源

循環促進協会代表理事、株式会社クラウドサービス取締役及び株式会社PBB取締役で

あります。株式会社和円商事は当社の特定関係事業者（主要な取引先）であります。

また、株式会社クラウドサービス及び株式会社PBBは、当社の連結子会社であります。

2.社外取締役池上聖次郎氏は行政書士法人聖法務事務所代表社員及び大可商事株式会社

社外取締役であります。同事務所及び大可商事株式会社と当社の間には、特別な関係

はありません。

3.社外監査役高橋隆敏氏はVistra Japan税理士法人代表社員であります。同社と当社の

間には、特別な関係はありません。

4.社外監査役沼井英明氏は沼井綜合法律事務所代表弁護士、株式会社広済堂ホールディ

ングス社外監査役、ハドラスホールディングス株式会社社外取締役、株式会社

RECOSYS社外取締役、株式会社ラックランド社外取締役（監査等委員）、サイバーステ

ップホールディングス株式会社社外監査役であります。同事務所及び各社と当社の間

には、特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

・取締役会等への出席状況及び発言状況

区 分 氏 名
出席状況及び発言状況

（社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の
概要を含む）

取締役 本多 敏行
当期開催の取締役会12回のうち10回に出席しております。取締役会
においては議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、
企業経営者としての知見に基づく意見の表明を行っております。

取締役 池上 聖次郎

当期開催の取締役会12回全てに出席しております。取締役会におい
ては議案審議等に必要な発言を適宜行っております。また、行政官
の経験及び行政書士としての知見に基づく意見の表明を行っており
ます。
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区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

監査役 高橋 隆敏

当期開催の取締役会12回全てに出席し、また、監査役会13回全てに
出席しております。取締役会においては議案審議等に必要な発言を
適宜行っております。また、監査役会においては、監査の方法その
他職務の執行に関する事項について、税理士としての知見に基づく
意見の表明を行っております。

監査役 沼井 英明

当期開催の取締役会12回全てに出席し、また、監査役会13回全てに
出席しております。取締役会においては議案審議等に必要な発言を
適宜行っております。また、監査役会においては、監査の方法その
他職務の執行に関する事項について、弁護士としての知見に基づく
意見の表明を行っております。

5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

監査法人アリア

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る報酬等の額 27,480千円

② 当社及び子会社が支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
27,480千円

(注) 1. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠な
どが当社の事業規模や事業内容に適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査
人の報酬等の額について同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬の額を
含めて記載しております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等その他その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に

基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。
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6. 会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

① 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役会は、それぞれの取締役が倫理及びコンプライアンス並びに各種社内規程に反す

る行為を行わないよう、内部相互牽制体制を整備しております。また、株主・投資家の皆

様への情報開示のため、社内体制を整備し、財務報告をはじめ各種情報を迅速かつ正確に

開示するなど、経営の透明性を高めるよう努めてまいります。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録、稟議書、各種契約書、その他職務の執行に係る重要情報は文書保存規

程に従い適切に保存及び管理しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有しており、リスク管理部門として

総務部がリスク管理活動を統括し、規程の作成をいたしております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．定例の取締役会を月１回開催し重要事項について審議及び決定をします。

ロ. 常勤取締役及び執行役員によって構成される経営会議を週１回開催し、重要案件に関

する情報の早期共有化と意思決定の迅速化を図っております。

ハ．取締役会で決定された経営方針あるいは各種指示事項に従い、迅速かつ的確な業務執

行機関として、取締役及び各部の責任者が出席する部長会を月１回開催し経営課題の解

決策を決定し、それに従い処理をしております。

ニ．業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ、中長期的な経営計画及び各年度予

算を策定し、全社的な目標を設定しております。

⑤ 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役会は、従業員が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制として、

倫理及びコンプライアンス並びに各種社内規程に反する行為等について適用する内部通報

制度を運用しております。

⑥ 会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

内部監査室は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、当社及び子会社を対象

とする監査を実施し、その結果を代表取締役及び監査役に報告しております。

2026年05月22日 18時10分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 22 ―

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項

現在、監査役の職務を補佐すべき使用人はおりませんが、今後、監査役会がその職務を

補助する従業員を置くことを求めた場合には、監査役スタッフを置くこととし、その人事

については、取締役会は監査役会と協議し、その意見を十分考慮して決定いたします。

尚、本年３月末日現在におきましては、監査役会はその職務を補助すべき使用人を置く

ことについて求めておりません。

⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

イ．監査役補助者の人事異動について、監査役会の同意を得た上で、取締役会で決定いた

します。

ロ．監査役補助者の賃金、その他報酬についても監査役会の同意を得た上で、取締役会で

決定します。

⑨ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体

制

イ．取締役及び従業員は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要

な報告及び情報提供を行うことといたします。

ロ．前項の報告、情報提供としての主なものは、次のとおりといたします。

1. 当社の内部統制システム構築に係る進捗状況

2. 当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更

3. 当社に影響を及ぼす重要事項に関する決定

4. 当社の業績状況

5. 監査役から要求された契約書類、社内稟議書及び会議議事録の回付

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．担当部門は、内部監査活動の状況と結果、その他の職務の状況を常勤監査役に遅滞な

く報告する。

ロ．代表取締役と常勤監査役にて、随時意見交換を行う。

ハ．監査役会は、会計監査人より監査計画を事前に受領し、定期的に監査実施報告を受領

するほか、必要に応じて監査実施状況の聴取を行う。

⑪ 業務の適正を確保するための体制の運用状況

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、内部統制の

基本方針に沿って、内部統制の運用状況について重要な不備がないか定期的にモニタリン

グを行っております。併せて、コンプライアンスへの理解を深め、健全な職務執行を行う
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環境を整備するために、情報セキュリティ、インサイダー取引防止等の教育及び研修を実

施しております。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につい

ては、特に定めておりません。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

(注) 本事業報告中の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

契 約 資 産

電 子 記 録 債 権

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,359,399

958,300

16,633

638,299

69,798

309,784

79,223

167,622

47,864

71,871

775,404

527,519

154,040

64,146

3,720

268,000

37,611

148,538

144,471

4,067

99,348

28,107

45,736

137,147

△111,642

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

製 品 保 証 引 当 金

賞 与 引 当 金

1,017,114

115,908

450,000

161,314

13,093

44,412

35,420

83,000

9,653

19,924
そ の 他 84,388

固 定 負 債 445,492

長 期 借 入 金 348,227

リ ー ス 債 務 32,265

退職給付に係る負債 22,313

再評価に係る繰延税金負債 42,686

負 債 合 計 1,462,607

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,567,149

資 本 金 849,734

資 本 剰 余 金 457,554

利 益 剰 余 金 479,310

自 己 株 式 △219,450

その他の包括利益累計額 105,050

その他有価証券評価差額金 11,619

土地再評価差額金 93,430

純 資 産 合 計 1,672,199

資 産 合 計 3,134,806 負債及び純資産合計 3,134,806

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自2025年４月１日
至2026年３月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 2,679,928

売 上 原 価 1,843,071

売 上 総 利 益 836,857

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 698,429

営 業 利 益 138,428

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,057

受 取 配 当 金 1,167

受 取 手 数 料 3,126

受 取 保 険 金 6,333

助 成 金 収 入 4,081

そ の 他 4,415 20,182

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15,353

為 替 差 損 6,589

株 式 交 付 費 59

そ の 他 888 22,891

経 常 利 益 135,719

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 1,242 1,242

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 7,999 7,999

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 128,961

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 39,396

法 人 税 等 調 整 額 6,764 46,160

当 期 純 利 益 82,800

親会社株主に帰属する当期純利益 82,800

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自2025年４月１日
至2026年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 819,735 427,554 452,988 △219,426 1,480,852

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 29,999 29,999 59,999

剰 余 金 の 配 当 △56,478 △56,478

親会社株主に帰属する当期純利益 82,800 82,800

自 己 株 式 の 取 得 △23 △23

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 29,999 29,999 26,321 △23 86,297

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 849,734 457,554 479,310 △219,450 1,567,149

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

その他の
包括利益
累計額合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 8,498 93,430 101,929 1,242 1,584,023

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 59,999

剰 余 金 の 配 当 △56,478

親会社株主に帰属する当期純利益 82,800

自 己 株 式 の 取 得 △23

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

3,120 ― 3,120 △1,242 1,878

連結会計年度中の変動額合計 3,120 ― 3,120 △1,242 88,175

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 11,619 93,430 105,050 ― 1,672,199

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

1. 連結の範囲等に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称 株式会社クラウドサービス、株式会社PBB

連結の範囲の変更 当連結会計年度より、新たに株式を取得した株式会社PBBを連結子

会社としたため、連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の数及び非連結子会社の名称

非連結子会社の数 １社

非連結子会社の名称 株式会社プラコー鈴木

連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純利益

及び利益剰余金等は連結計算書類に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除外しております。

(3) 持分法適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の状況

持分法適用の関連会社の数 ０社

持分法を適用していない非連結子会社の状況

非連結子会社の数 １社

非連結子会社の名称 株式会社プラコー鈴木

持分法を適用しない理由 持分法を適用しない非連結子会社は当期純利益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用か

ら除外しています。

(4) 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社２社の決算日は、２月末日です。連結計算書類の作成にあたっては、同決算日

現在の計算書類を使用し、子会社の決算日から連結決算日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。

2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
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① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券……………市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

製 品、 仕 掛 品……………個別法による原価法

原 材 料……………移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……………定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、減損処理した資産については耐用年数を経済的残存

使用年数、また、残存価額を耐用年数到来時点の正味売却

価額としております。

② 無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……………定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可能期間（５年）を償

却年数としております。

③ リ ー ス 資 産……………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定す

る定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を

計上しております。
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1)一般債権

貸倒実績率法によっております。

2)貸倒懸念債権等

個別に回収可能性を勘案の上、貸倒見積額を計上してお

ります。

② 賞 与 引 当 金……………使用人及び兼務取締役に対する賞与金の支給に備えるため、

支給実績を勘案の上、次回支給見込額のうち当連結会計年

度負担分を計上しております。

③ 製品保証引当金……………検収後に保証期間のコストのうち将来に損失が発生する可

能性が高いと見込まれるものは、当該損失額を合理的に見

積り、製品保証損失に備えるため、製品保証引当金を計上

しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る連結会計年度末

自己都合要支給額（特定退職金共済制度により支給される部分を除く）を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を採用しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間にわたり、定額法により償却しており

ます。

(6) 収益及び費用の計上基準

当社グループは、インフレーション成形機、ブロー成形機及びリサイクル装置の製造販売

を主な事業とし、これらの製品の販売については製品の顧客による検収時点において顧客が

当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断される取引については製品の

検収時点で収益を認識しております。また、受注契約のうち一定の期間にわたり履行義務が

充足されると判断される取引については履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識し

ております。

メンテナンス事業においては、機械メンテナンス及び部品の販売を行い、メンテナンスサ

ービスについてはサービスの提供が完了した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で

収益を認識しております。また、部品の販売については、財の支配が顧客に移転した時点で

収益を認識しております。ただし、部品の国内販売において出荷時から当該部品の支配が顧
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客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時点で収益を認識しており

ます。

IT・人材事業においては、顧客との間に締結した役務提供契約に基づき、契約期間にわた

って概ね一定の役務・サービスを提供する義務を負っているため、時間の経過に応じて履行

義務を充足することから、契約により定められたサービス提供期間にわたって、顧客との契

約において約束された金額を契約に基づき、按分して収益を認識しております。

3. 会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

4. 会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のと

おりです。

(1) 繰延税金資産 45,736千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見

積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受け

る可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結

会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり

ます。

(2) のれん 144,471千円

のれんは、その効果の発現する期間にわたって均等償却しております。また、その資産に

ついて対象会社の過去の業績や事業計画を基に検討しており、将来において当初想定してい

た収益が見込めなくなった場合は、のれんの帳簿価格を回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失として計上する可能性があります。事業計画の達成状況、経営環境の変化等によ

り、見積りの前提とした仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計算

書類において、のれんの金額に重要な影響を与える可能性があります。

5. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 土地の再評価に関する法律の適用

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。

再評価を行った年月日 2001年３月31日
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同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算出してお

ります。

再評価を行った土地の期末における時価の合計額が再評価後の帳

簿価額の合計額を下回っている額 28,700千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,136,228千円

(3) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産 建 物 140,459千円

土 地 268,000千円

合 計 408,459千円

担保に係る債務

短 期 借 入 金 450,000千円

合 計 450,000千円

(4) 偶発債務

当社グループは、2024年6月10日付で栄伸開発株式会社他３社から訴訟を提起されてお

ります（さいたま地方裁判所第６民事部 令和６年（ワ）第1513号）。当該訴訟は栄伸開発

株式会社から当社が請け負い、第64期に引渡しを完了したリサイクルプラントの手直し及

び工事費用合計約753,817千円の請求を受けたものであります。当社グループからは、

2024年11月6日付で栄伸開発株式会社に対し、上記リサイクルプラントに関する請負代金

等の請求訴訟を提起しており、両訴訟とも現在係争中です。当社グループは、係争中の訴

訟について、弁護士と協議し、当社グループの正当性を主張してまいります。

6. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 10,287,476株

(2) 連結会計年度末日における自己株式の種類及び数 普通株式 663,134株

(3) 連結会計年度末日における新株予約権（権利行使の期間の

初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式

の種類及び数 普通株式 ―株
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(4) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 56,478 6.00 2025年３月31日 2025年６月27日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの

2026年６月25日開催予定の第66期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

株式の種類 普通株式

配当の原資 利益剰余金

配当の総額 57,744千円

１株当たり配当金 ６円00銭

基準日 2026年３月31日

効力発生日 2026年６月26日

7. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借
入により資金を調達しております。
当社グループは、売掛債権について、営業部門において主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ
る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株
式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

借入金・社債の使途は運転資金及び設備投資資金であります。
(2) 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
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(単位：千円)
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 受取手形 16,633 16,633 ―

(2) 売掛金 638,299 638,299 ―

(3) 電子記録債権 309,784 309,784 ―

(4) 投資有価証券

その他有価証券 28,107 28,107 ―

資 産 計 992,825 992,825 ―

(1) 買掛金 115,908 115,908 ―

(2) 短期借入金 450,000 446,930 3,070

(3) 長期借入金 （※１） 509,541 494,462 15,079

負 債 計 1,075,449 1,057,300 18,149

（※１）１年以内返済予定の長期借入金161,314千円は、長期借入金509,541千円に含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

資 産
(1)受取手形、(2)売掛金、(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式は証券取引所の価格によっております。

負 債
(1) 買掛金

これらの時価は、短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

(2) 短期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入をした場合に想定される利

率で割引いた現在価値により算定しております。
(3) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入をした場合に想定される利
率で割引いた現在価値により算定しております。

(4) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格
により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定に
おける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 28,107 ― ― 28,107

資産計 28,107 ― ― 28,107

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

短期借入金 ― 446,930 ― 446,930

長期借入金 ― 494,462 ― 494,462

負債計 ― 941,392 ― 941,392

(注) 1.「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「買掛金」については、時価が帳簿価額
に近似するものであることから、記載を省略しております。

2. 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金
これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率をもとに、
割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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8. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を分解した情報
(単位：千円)

区 分

報告セグメント

合計

プラスチック成形機事業 IT・人材事業

一時点で移転される財
またはサービス 2,109,812 ― 2,109,812

一定期間にわたり移転
する財またはサービス 69,798 500,316 570,115

顧客との契約から生じ
る収益 2,179,611 500,316 2,679,928

外部顧客への売上高 2,179,611 500,316 2,679,928

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

9. １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 173円75銭
(2) １株当たり当期純利益 ８円72銭

10. 企業結合等関係
(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業内容
被取得企業の名称：株式会社PBB（以下、「PBB社」といいます）
事業内容：一般事務派遣事業、人材紹介事業、SE人材派遣事業

② 企業結合を行った主な理由
当社グループは、プラスチック成形機（インフレーション成形機、ブロー成形機、リ

サイクル装置）の製造販売を主力とする機械製造事業に加え、デジタル領域と人材領域
における成長戦略を推進しています。
2024年12月には、約50名のシステムエンジニアを擁し、受託開発やSE人材派遣を行う

株式会社クラウドサービス（以下「CS社」といいます）を子会社化し、システム開発・
クラウドソリューション領域への本格参入を果たしました。CS社は、高度な技術を持つ
中国人エンジニアを中心とした体制を有し、大手SIerに対して多様な業務課題に対応す
るテクノロジーサービスを提供しています。
当社グループでは従来より、M＆Aの活用を成長戦略の柱として取り組んでおります。

事業領域の拡大及び人材事業分野における成長基盤の強化を目的として、M＆Aの対象と
なる企業を探索しておりましたところ、一般事務派遣、人材紹介等の人材サービスを提
供しており、大手企業、上場企業、さらにはグローバル企業を含む幅広い顧客基盤を有
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しているPBB社とのご縁がありました。
PBB社の前身企業の創業は1998年と歴史があり、人材派遣・人材紹介・SES 事業を通

じて、製造、商社、IT、サービス、金融など多岐にわたる業界で、上場企業やグローバ
ル企業との豊富な取引実績を有しておりましたが、人材事業に加え、不動産事業等を手
がけており、人材事業に特化する目的で、事業を切り出し、PBB社が設立されました。
この度、長年にわたり女性と企業をつなぐ人材サービスを展開してきたPBB社を当社

グループに加えることで、CS社と共に当社グループの人材事業の顧客基盤の共有、ノウ
ハウ及び管理機能の統合等によるシナジーを高め合い、当社の人材事業を伸ばして参り
ます。企業を取り巻く経済環境が急速に変化し、デジタルトランスフォーメーション
（DX）と人的資本経営が同時に求められる今、国内IT投資は2026年には約80兆円に達す
ると予測される一方で、DX を推進するための人材不足が深刻化しています。加えて、
ChatGPT に代表される生成AIの進展により、企業・産業構造は劇的に変化しており、
AI・クラウド・データ活用に精通した人材の確保は企業の競争力に直結する課題です。
当社グループは、機械製造業においてもIoT・AI・ロボティクスの進化に対応し、製

品の省力化・自動化を通じた顧客の生産性向上やコスト削減を実現し、データの収集・
分析・予測・最適化までを可能にする製造業DXの基盤づくりにも注力しております。
PPB社の参画により、当社は「製造×IT×人材」の統合的な価値提供を可能とする体

制を確立し、既存事業の高度化と新規領域への挑戦を両輪に、さらなる企業価値の向上
を目指してまいります。

③ 企業結合日
2025年10月31日（みなし取得日）
2025年10月20日（株式取得日）

④ 企業結合の法的形式
当社が株式交換完全親会社、株式会社クラウドサービスが株式交換完全子会社となる株
式交換。

⑤ 結合後企業の名称
変更ありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が、株式交換を対価として株式を取得したことによるものです。

(2) 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2025年11月１日から2026年２月28日まで
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(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 当社の普通株式の時価 59,999千円
取得原価 59,999千円

(4) 株式の種類別の交換比率及び現金対価並びにその算定方法並びに交付した株式数、現金
対価の総額
① 株式の種類別の交換比率

株式会社PBBの普通株式１株：当社の普通株式60.483株
② 株式交換比率の算定方法

独立した第三者算定機関である株式会社プレジストに株式交換比率の算定を依頼し、
提出された報告書に基づき当事者間で協議の上、算定しております。

③ 交付した株式数
交付した当社株式数 241,932株

(5) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 9,399千円

(6) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

55,627千円
② 発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力から発生したものです。
③ 償却方法及び償却期間

投資効果の発現する期間において均等償却します。

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2026年３月31日現在)

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

契 約 資 産

電 子 記 録 債 権

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,227,137

892,788

16,633

557,210

69,798

309,784

79,223

167,622

47,864

32,693

19,567

30,000

3,948

859,995

525,861

145,318

7,064

64,146

3,720

268,000

37,611

3,123

3,051

72

331,010

28,107

233,463

1,201

19,246

45,064

115,569

△111,642

流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年以内返済予定長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
製 品 保 証 引 当 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

941,812
81,886
450,000
161,314
13,093
36,307
8,042
44,217
26,055
83,000
7,666
9,653
19,924

651

固 定 負 債 445,492
長 期 借 入 金 348,227
リ ー ス 債 務 32,265
退 職 給 付 引 当 金 22,313
再評価に係る繰延税金負債 42,686
負 債 合 計 1,387,304

純 資 産 の 部
株 主 資 本 1,594,778
資 本 金 849,734
資 本 剰 余 金 457,554
資 本 準 備 金 340,109
そ の 他 資 本 剰 余 金 117,444

利 益 剰 余 金 506,939
利 益 準 備 金 9,559
そ の 他 利 益 剰 余 金 497,379
繰 越 利 益 剰 余 金 497,379

自 己 株 式 △219,450
評価・換算差額等 105,050

その他有価証券評価差額金 11,619
土地再評価差額金 93,430
純 資 産 合 計 1,699,828

資 産 合 計 3,087,132 負債及び純資産合計 3,087,132

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自2025年４月１日
至2026年３月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 2,179,611

売 上 原 価 1,415,104

売 上 総 利 益 764,506

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 620,952

営 業 利 益 143,553

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,161

受 取 配 当 金 1,167

受 取 手 数 料 3,126

受 取 保 険 金 6,333

経 営 指 導 料 24,000

物 品 売 却 益 609

受 取 地 代 家 賃 840

そ の 他 738 37,976

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15,415

為 替 差 損 6,589

そ の 他 984 22,989

経 常 利 益 158,541

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 1,242 1,242

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 7,999 7,999

税 引 前 当 期 純 利 益 151,783

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 36,586

法 人 税 等 調 整 額 5,863 42,450

当 期 純 利 益 109,332

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自2025年４月１日
至2026年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 819,735 310,110 117,444 427,554

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

新 株 の 発 行 29,999 29,999 29,999

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 29,999 29,999 ― 29,999

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 849,734 340,109 117,444 457,554

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 9,559 444,525 454,085 △219,426 1,481,948

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △56,478 △56,478 △56,478

新 株 の 発 行 59,999

当 期 純 利 益 109,332 109,332 109,332

自 己 株 式 の 取 得 △23 △23

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― 52,853 52,853 △23 112,829

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 9,559 497,379 506,939 △219,450 1,594,778
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(単位：千円)

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価
証券

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 8,498 93,430 101,929 1,242 1,585,120

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △56,478

新 株 の 発 行 59,999

当 期 純 利 益 109,332

自 己 株 式 の 取 得 △23

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 3,120 ― 3,120 △1,242 1,878

事業年度中の変動額合計 3,120 ― 3,120 △1,242 114,708

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 11,619 93,430 105,050 ― 1,699,828

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券……………市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

製 品、 仕 掛 品……………個別法による原価法

原 材 料……………移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……………定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、減損処理した資産については耐用年数を経済的残存

使用年数、また、残存価額を耐用年数到来時点の正味売却

価額としております。

② 無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……………定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可能期間（５年）を償

却年数としております。

③ リ ー ス 資 産……………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定す

る定額法によっております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金……………債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を

計上しております。

1)一般債権

貸倒実績率法によっております。

2)貸倒懸念債権等

個別に回収可能性を勘案の上、貸倒見積額を計上してお

ります。

② 賞 与 引 当 金……………使用人及び兼務取締役に対する賞与金の支給に備えるため、

支給実績を勘案の上、次回支給見込額のうち当事業年度負

担分を計上しております。

③ 退職給付引当金……………従業員の退職給付の支出に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務に基づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

④ 製品保証引当金……………検収後に保証期間のコストのうち将来に損失が発生する可

能性が高いと見込まれるものは、当該損失額を合理的に見

積り、製品保証損失に備えるため、製品保証引当金を計上

しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社は、インフレーション成形機、ブロー成形機及びリサイクル装置の製造販売を主な事

業とし、これらの製品の販売については製品の顧客による検収時点において顧客が当該製品

に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断される取引については製品の検収時点

で収益を認識しております。また、受注契約のうち一定の期間にわたり履行義務が充足され

ると判断される取引については履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しておりま

す。

メンテナンス事業においては、機械メンテナンス及び部品の販売を行い、メンテナンスサ

ービスについてはサービスの提供が完了した時点で履行義務が充足されるため、当該時点で

収益を認識しております。また、部品の販売については、財の支配が顧客に移転した時点で

収益を認識しております。ただし、部品の国内販売において出荷時から当該部品の支配が顧

客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時点で収益を認識しており

ます。
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2. 会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事

業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

(1) 繰延税金資産 45,064千円

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって

見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を

受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、

翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり

ます。

(2) 関係会社株式 233,463千円

関係会社株式に被取得企業の超過収益力が認められる場合は、当該超過収益力を反映し

た実質価額を算出し、帳簿価額との比較を行った上で評価損計上の要否を判断しておりま

す。

事業計画の達成状況、経営環境の変化等により、見積りの前提とした仮定の見直しが必

要となった場合には、翌事業年度の計算書類において、関係会社株式の金額に重要な影響

を与える可能性があります。

4. 貸借対照表に関する注記

(1) 土地の再評価に関する法律の適用

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。

再評価を行った年月日 2001年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額により算出してお

ります。

再評価を行った土地の期末における時価の合計額が再評価後の帳
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簿価額の合計額を下回っている額 28,700千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,135,562千円

(3) 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産 建 物 140,459千円

土 地 268,000千円

合 計 408,459千円

担保に係る債務

短 期 借 入 金 450,000千円

合 計 450,000千円

(4) 偶発債務

当社は、2024年6月10日付で栄伸開発株式会社他３社から訴訟を提起されております

（さいたま地方裁判所第６民事部 令和６年（ワ）第1513号）。当該訴訟は栄伸開発株式会

社から当社が請け負い、第64期に引渡しを完了したリサイクルプラントの手直し及び工事

費用合計約753,817千円の請求を受けたものであります。当社からは、2024年11月6日付で

栄伸開発株式会社に対し、上記リサイクルプラントに関する請負代金等の請求訴訟を提起

しており、両訴訟とも現在係争中です。当社は、係争中の訴訟について、弁護士と協議

し、当社の正当性を主張してまいります。

（5）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①短期金銭債権 32,446千円

②短期金銭債務 407千円

5. 損益計算書に関する注記

（1）関係会社との取引高

①販売費及び一般管理費 711千円

②営業取引以外の取引高 24,246千円

（2）研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 7,277千円

6. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末日における自己株式の種類及び数 普通株式 663,134株
(2) 剰余金の配当に関する事項
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① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 56,478 6.00 2025年３月31日 2025年６月27日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
2026年６月25日開催予定の第66期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
株式の種類 普通株式
配当の原資 利益剰余金
配当の総額 57,744千円
１株当たり配当金 ６円00銭
基準日 2026年３月31日
効力発生日 2026年６月26日

7. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は繰越欠損金、賞与引当金の否認等であります。

8. リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有
権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

9. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有(被)所
有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
㈱クラウド
サービス

所有
直接100％

経営指導
経営指導料
の受取
(注)

24,000
流動資産
その他

2,200

上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 経営指導料については、双方協議により合理的に決定しております。

10. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 176円62銭
(2) １株当たり当期純利益 11円52銭

11. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月19日

株式会社 プ ラ コ ー
取締役会 御中

監査法人アリア

東京都港区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂 木 秀 俊

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 中 康 之

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社プラコーの2025年４月１日から2026

年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社プラコー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査
に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が
あるかどうか注意を払うことにある。当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要
な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書

類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並
びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手ために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月19日

株式会社 プ ラ コ ー
取締役会 御中

監査法人アリア

東京都港区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 茂 木 秀 俊

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山 中 康 之

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社プラコーの2025年４月１日か

ら2026年３月31日までの第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適
用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整
備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書
類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2025年４月1日から2026年３月31日までの第66期事業年度における取締役の職務の執

行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお
り報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人アリアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月20日
株式会社プラコー 監査役会

常勤監査役 堀 口 昌 宏 ㊞

社外監査役 高 橋 隆 敏 ㊞

社外監査役 沼 井 英 明 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図

ソニックシティビル ６階 603会議室

埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目７番地５ 電話 (048)647－4111

JR大宮駅西口より歩行者デッキにて直結 徒歩約３分
※ご来場の際は公共交通機関をご利用いただきますようお願い申しあげます。

※駐車場のご用意ができかねますので、公共交通機関等をご利用くださいますようお願い申しあげます。
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